
 
 

農林水産業が破壊されるようなＴＰＰへの参加に反対します 
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政府は１１月９日、ＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）について「関係国との

協議を開始」する基本方針を閣議決定しました。農業を含む貿易について原則１００％

の関税撤廃となるＴＰＰへの参加が、日本農業に壊滅的な打撃を与えることは必至で

す。 

農水省の試算でも、関税撤廃によって日本の食料自給率（カロリーベース）は現在

の４０％から１３％に下がるとしており、特に米は９０％、小麦は９９％の生産減少

が見込まれます。国内農産物の生産減少額は４兆５千億円、水田が持つ環境保全など

多面的機能の喪失額が３兆７千億円、関連産業への影響は国内総生産で８兆４０００

億円の減少、農業・食料産業の生産減による就業機会の減少は地方を中心に３５０万人

と、ＴＰＰへの参加は地域経済にとっても取り返しのつかない打撃を与えるとされて

います。 

群馬県でも、米、麦、こんにゃくへの生産影響は９０％約２８８億円とされ、生乳、

牛肉、豚肉、鶏肉、鶏卵への影響は６０％約４９２億円と試算され、県農業生産額２，

２０７億円の３５％７８０億円の減産が見込まれます(県農政部試算)。 

世界では異常気象や新興国の食料輸入の増加、バイオエネルギー用の農産物需要の

増大などで穀物価格の値上がりが続き、発展途上国では農地と食料の奪い合いが始ま

っています。これ以上食料を海外に頼ることは、国民の命と国の安全保障に関わる重

大問題です。 

 また、ＴＰＰは農業だけにとどまらず、金融、保険、公共事業の入札、医師、看

護師、介護士などの労働市場の開放も含まれ、労働者の賃金もアジア諸国の低賃金と

の競争にさらされ、大幅に引き下げられる危険性も指摘されています。 

日本の農業が発展するための実効性のある総合的な政策が国民に明らかにされ、国

民合意がなされることが必要であり、今の状況でのＴＰＰ交渉への参加に強く反対し

ます。 

 


